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The American Way for Students with Significant Cognitive Disabilities to 
Access the General Curriculum:
Alternate Assessments Based on Alternate Achievement and Specifically Designed Standards-Based 
Curriculum
Hiroki YONEDA*
　 This study examines the curriculum development that enables the learning and social transition of students with the 
most significant cognitive disabilities in the United States. Dynamic Learning Maps Essential Elements(DLMEE) is one 
of the alternate assessments based on alternate achievement standards (AA-AAS) that measure the knowledge and skills 
of students with the most significant cognitive disabilities. Unique Learning System (ULS) is a specifically designed 
standards-based curriculum that allows students to access the general curriculum. These components were surveyed 
for this study. The learning contents that should be achieved in each grade were identified by Common Core State 
Standards(CCSS) and DLMEE. ULS develops Unit Topics – 3 Year Cycle and uses Instructional Targets to link 
academic content standards to Special Education materials and activities. Instructional Targets are aligned to CCSS and 
AA-AAS using, for example, DLMEE. ULS’s differentiated materials provide a means of access to standards-based 
instruction for students with diverse needs. In ULS, each student’s academic profile generates his or her instructional 
support level, which is measured as Level 1, 2, or 3. Additionally, under the U.S. educational accountability system 
based on achievement standards, the significance of living guidance in the education of students with significant 
cognitive disabilities was unchanged. Distinctive characteristics of “subjects of Japanese special school for students with 
intellectual and developmental disabilities” are connected with daily living and life skills. In the improvement of the 
Japanese curriculum, this study suggests that it is important that these characteristics be taken into consideration.
Key Words : Common Core State Standards, alternate achievement standards, significant cognitive disabilities,
intellectual and developmental disabilities, curriculum
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＊北海道立特別支援教育センター　＊＊筑波大学人間系
肢体不自由特別支援学校における同僚性構築に対する
分掌主任等教員の認識と取組
奥田裕幸*　　安藤隆男**
　本研究は，特別支援学校におけるミドルリーダー教員の同僚性構築に対する認識と取組を分析，検討することを目
的とする。各学校が教員同士の学び合いを促すための基礎的資料を得るものである。肢体不自由特別支援学校で分掌
主任を務めた経験のある 8名の教員を対象にインタビュー調査を実施した。分析の結果，分掌主任等が役割使命の
達成に必要な条件として同僚性の構築を認識し，「場・集団」，「ルールの質」を変更・調整する等の工夫に取り組ん
でいることが示唆された。その中で , 分掌主任等が，個人や分掌組織等が単独で学校全体へ働きかけることの限界を
感じており，全校の取り組みとして，校内組織を超えた横断的な教員の関与から同僚性が生まれやすいことを実感し
ていた。しかし，こうした分掌部長等の認識や取組は，個人的な経験として蓄積され，組織として同僚性の構築を検
討する機会が十分にない可能性が示唆された。
キー・ワード：学校組織　同僚性の構築　教員の横断的関与
Ⅰ　問題の所在と目的
　中央教育審議会（2012）による「共生社会に向けた
インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育
の推進（報告）」の中で，「校内研修等での教職経験豊か
な教員を中心とした教員間の学び合い，支え合いにより，
学校内で専門的知識・技能等を受け継いでいく」ことが
示される等，学校が組織として学び合いを図ることが一
層重要となってきている。その中で，教員間が学び合う
基盤を整えるためには「相互に実践を高め合い専門家と
しての成長を達成する目的で連帯する同志的関係」であ
る「同僚性」（佐藤，1997）を各学校が主体的に構築し
ていくことが必要となる。
　しかし，肢体不自由特別支援学校は近年，所属教員数
の増加と医療や福祉等との他職種連携の拡大に加えて，
人事異動による教員の流動化等による専門性向上の難し
さ（国立特別支援教育総合研究所，2010）等，様々な
組織的な課題に直面している。また，学校組織は個業性
という組織特性を持ち，成員の独立性，分離性が高く，
成員間のつながりが緩やかな疎結合組織であるため，教
員は同僚と協働して職務遂行することが不得手である
（安藤，2004）ことも指摘されている。
　そのような状況において，学校組織における教員間の
学び合いを推進する役割や取組は曖昧な状態にある。今
後，各学校が主体的に同僚性を構築していくためには，
組織としての役割や取組を明確に位置付けていくことが
求められる。
　一方で，同僚性の構築はいつの時代でも重要となる普
遍的な要素であることから，現在の肢体不自由特別支援
学校においても，すでに意識的，無意識的に同僚性へ働
きかけていることが想定される。村松（2015）は，中
堅教員が学校を動かさなければいけない立場から「同僚
を動かす力，パイプ役などの力」を身につけたい力とし
て挙げたことを報告している。このことから，学部や学
級を超えて学校組織全体の視点で業務を推進する役割を
担っている学部主事や分掌主任等の中堅教員は，特に校
内の同僚性に注目し暗黙的に支えていることが想定され
る。
　そこで，本研究では，役割を担う中堅教員に焦点を当
て，現在の肢体不自由特別支援学校における同僚性の構
築に対する認識と取組の現状について明らかにする。そ
の結果から，これから各学校が組織として学び合いを促
す基盤をつくる際の基礎的資料を得るものである。
Ⅱ　方法
　１．調査対象
　　以下の条件を満たす教員Aから教員Ｈの計８名を
調査対象者とした。①教員の流動化等の組織的な課題
がある肢体不自由特別支援学校において役割（校務分
掌部の主任，特別支援教育コーディネーター，自立活
動部の専任等）を担った経験を持つ教員，②教職経験
年数が 10年以上でかつ肢体不自由特別支援学校の経
験年数が 5年以上である教員（経験年数には臨時教
筑波大学特別支援教育研究 ,12,23-32,2018
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諭，講師等の経験を含める）。
　２．データの収集方法
　　調査者（研究者）が対象者と対面してインタビュー
を行った。調査期間は，2015 年（平成 27）年９月
から 11月である。対象者には口頭と文書でデータの
取り扱い等について説明し，同意書を得た。インタ
ビューは半構造化面接で各 45分程度を実施した。了
解を得て ICレコーダーに録音，その後テキスト化し
た。
　３．インタビューガイド
　　役割を担う教員が校内における同僚性の構築を認識
し，働きかけていく過程を明らかにするために，分掌
主任と学校組織（管理職）との関係，役割と様々な校
内組織の教員との関係等，校内で展開されている相互
作用に注目できるよう，以下の 4つの質問構成によ
るインタビューガイドを作成した。
　４．分析方法
　　本研究では，分析対象である「同僚性」を「相互に
実践を高め合い専門家としての成長を達成する目的で
連帯する同志的関係」と定義した。学校という社会的
枠組みの中で教員間の相互作用等から複雑，多様に展
開されている現象として捉えた。社会的相互作用をも
つプロセス的性格をもつ現象特性を明らかにすること
に適した分析方法として，木下（2009）の修正版グ
ラウンデッド・セオリー・アプローチ（以下，
M-GTA）を用いた。
　　また，M-GTAが限定された範囲における仮説生成
を行い，生成した仮説を実際に同じ立場の人間が現場
Table １　調査対象者の基本情報
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 性別  年齢  所属  教職経験（肢） 肢体不自由特別支援学校での役割経験  
教員 A 男性  50 代  A 県  30 年（ 25 年） ・特別支援教育コーディネーター  
・自立活動部チーフ  
教員 B 女性  30 代  B 県  12 年（ 12 年） ・自立活動部（知的併設肢体由部門担当 )
教員 C 男性  40 代  B 県  19 年（ 19 年） ・教務部主任  
・特別支援教育コーディネーター  
教員 D 男性  40 代  B 県  12 年（  5 年） ・自立活動部副主任  
教員 E 男性  50 代  C 県  33 年（ 21 年） ・教務部主任  
教員 F 女性  40 代  A 県  24 年（ 24 年） ・研究部主任  
・特別支援教育コーディネーター  
教員 G 男性  40 代  C 県  16 年（ 16 年） ・自立活動部部長  
教員 H 女性  50 代  D 県  36 年（ 11 年） ・特別支援教育コーディネーター  
基本情報  「年齢、所属県、過去から現在までで経験した役割、教職経験年数、肢体不自由特別
支援学校経験年数を教えてください。」  
質問 1 「協働的な“同僚性”にかかわる点で、学校組織から期待される役割として、あなた
にどのような使命が与えられ
、、、、
ましたか？」  
質問 2 「あなたが主にかかわった校内組織は、どんな組織でどれくらいの人数でしたか？   
また、その組織の協働的な“同僚性”をどう捉えましたか？」  
質問 3 「協働的な“同僚性”を高めるために、あなたはどのような計画を立て行動
、、
しました
か？  その結果，どのような成果と課題がありましたか？」  
質問 4 「課題について、どのようなところが上手くいかなかったと思いますか？  今後、どの
ようにすることで解消できると考えていますか？」  
Table ２　インタビューガイド
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で修正しながら活用していくという特徴を持つことも，
本研究の調査方法や目的（各学校の教員が実践する際
に活用できる基礎的資料を得ること）から，妥当な研
究方法であると判断した。
Ⅲ　結果
　１．分析手順と理論的飽和化
　　M-GTAで示されている手順に従って分析を行った。
　　教員Ａのデータから概念の生成を始め，１つの概念
につき１つの分析ワークシートを作成した。教員Ｆの
記録から新しい概念が生成されなかった（概念生成の
収束がみられた）ため，研究者以外の第 3者の協力
を得て，教員Ｇと教員Ｈの記録から理論的飽和化の確
認を行った。理論的飽和化が確認された後，インタ
ビュー調査を終了した。
　２．生成された概念
　　分析では，15の概念と 5つのカテゴリー，カテゴ
リーに属さない１つの単独概念が生成された。概念は
『』，カテゴリーは【】とした。また，いくつかの概
念を具体的に説明するためにデータ該当箇所（バリ
エーション）の一部を逐語録（①～④）として示した。
　３．全体のストーリーライン
　　分掌主任等は，役割を果たす中で『同僚性が必要な
ことを認識』して，校内へ働きかけている。しかし，
これは，同僚性の構築自体を使命として管理職から与
えられている訳ではない。組織の中で期待される【役
割使命を達成する】ために，【個人的に思索する】中
で，同僚性を構築するための仕掛けを【取組へ取り入
れる】必要性を意識するためである。
　　分掌主任等が，主に管理職から与えられる役割使命
は，特定の校内組織の円滑な運営や専門性の向上であ
る。そうした使命を達成するための一つの条件として，
Fig.1 　同僚性構築に対する分掌主任等教員の認識と取組のプロセス
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教員間が相互に専門性を高め合う関係づくりが重要視
されている。そのため，分掌主任等が注目するのは，
自分が役割として密に関わる校内組織内の同僚性であ
る（【校内組織を区別する】）。その中，教員が成長す
るために必要な同僚性が十分ではないと捉えて，同僚
性を構築する仕掛けを役割の立場から思索し，働きか
ける。
　　分掌主任等が【取組へ取り入れる】ことは，『場・
集団の質を変更・調整』したり，『ルールの質を変
更・調整』したりして，教員同士が学び合える環境を
つくることである。また，密に関わる校内組織を超え
て，校内全体の同僚性にも目を向けて，校内組織間の
『連携の質を変更・調整』する働きかけも積極的に
行っている。
　　役割の立場から使命達成を図る中で，分掌主任等は，
【役割の立場から俯瞰的に振り返る】自己評価を行っ
ている。その中で，『大集団』の同僚性に対して『個
人や単一組織で働きかける限界』があるという課題や，
成果としては，教員間の共有が自然と促される『組織
間の連動による取組（横断的に関与する機会）』が，
同僚性の構築に有効であるという成果等を感じている。
　　しかし，これらの同僚性の構築を図る仕掛けについ
て，分掌主任等は，あくまで『個人的な視点の自覚』
（あくまで自分自身の経験に基づいた仕掛けであり，
組織として客観性がない）をもっており，分掌主任等
が振り返った内容は校内で共有されることなく，『経
Table.3 　逐語録①　『同僚性が必要なことを認識』
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（あくまで自分自身の経験に基づいた仕掛けであり，
組織として客観性がない）をもっており，分掌主任等
が振り返った内容は校内で共有されることなく，『経
Table.3 　逐語録①　『同僚性が必要なことを認識』
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Table.4 　逐語録②　『場・集団を変更・調整』
Table.5 　逐語録③　『ルールの質を変更・調整』
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験から得た心構え』として，個人内に蓄積されるにと
どまっている。これは，特に同僚性の構築自体が組織
としての役割使命とはなっていないため，評価される
場や機会がないからである。
　４．得られたカテゴリー
　（１）【役割使命を達成する】カテゴリー：分掌主任
等にとって，管理職から与えられた【役割使命を達
成する】ことが最も重要なことであるが，同僚性の
構築自体を使命して取り組んでいる現状は，今回の
調査からは確認できなかった。
　
　（２）【個人で思索する】カテゴリー：分掌主任等は，
【役割使命を達成する】ための取組を計画する際に，
使命達成の条件として『同僚性が必要なことを認
識』（逐語録①）している。分掌主任等は，同僚性
の構築を図るために意図をもって，【取組へ取り入
れる】。しかし，対象となる校内組織に必要な同僚
性の程度についての認識は，『個人的な視点の自
覚』と捉えている。
　（３）【対象組織を区別する】カテゴリー：分掌主任
等は，自分が役割として密に関わる校内組織を中心
として，【校内組織を区別する】。『中集団』（主に分
掌部や学部，ブロック等，『小集団』（主に自分の役
割業務を引き継ぐ対象となる教員），『大集団』（学
校全体）の３つであり，働きかける方法が異なる。
　（４）【取組へ取り入れる】カテゴリー：　【個人で
思索する】中で『同僚性が必要なことを認識』した
内容について，使命を達成するために役割や分掌部
等から【取組へ取り入れる】。主に『場・集団の質
を変更・調整』することと『ルールの質を変更・調
整』することの 2つである。また，この 2つを効
果的に行うために他の校内組織へ自ら関与して『連
携の質を変更・調整』している。どの場面でどの程
度を【取組へ取り入れる】かは，役割使命や各校内
組織の実情により異なるが，『大集団』については，
分掌部等が主催する校内研修の場が中心となる。
　　　①『場・集団を変更・調整』：教員間の相互作用
から気づきや学びが生まれやすくなるように
『場・集団の質を変更・調整』することである。
職務上でかかわりが少ない教員同士が会話や意見
交換をする機会となるように設定を工夫する。学
校の実情や『中集団』，『小集団』，『大集団』の場
合で方法が異なる（逐語録②）。
　　　②『ルールの質を変更・調整』：教員間の相互作
用から気づきや学びが生まれやすくなるように
『ルールの質を変更・調整』する。職務上でかか
わりが少ない教員同士が同じ方法や目標から共同
で活動ができるように設定を工夫する。学校の実
情や『中集団』，『小集団』，『大集団』の場合で方
法が異なる。（逐語録③）。
　　　③『連携の質を変更・調整』：『大集団』（例えば，
学校全体）の同僚性の構築について，役割を担う
教員個人や分掌部単独での働きかけが困難と感じ
た際に，分掌主任等自らが行動して他の校内組織
との『連携の質を変更・調整』したり，日常的に
他の校内組織の取組へ参加したりする等，積極的
の校内組織の連携づくりに関与している。
　（５）【役割の立場から俯瞰的に振り返る】カテゴ
リー：役割や分掌部等から【取組へ取り入れた】効
果を役割の立場から俯瞰的な視点で振り返る。その
中で，学校全体を俯瞰的に観た視点から，『組織間
が連動した取組（横断的に関与する機会）』，『個人
や単一組織で働きかける限界』の 2つのことを認
識している。その他，個人的な視点によって学んだ
ことは，『経験から得た心構え』となって個人内に
蓄積されている。
　　　①『組織間が連動した取組（横断的に関与する機
会）』：異なる校内組織（学部，分掌部等）がかか
わるグループ編成や一体となった取組は，教員間
で共通の場・集団，ルールが共有されるため，気
づきや学び合いが生まれやすい。全員が関与でき
なくても，一部の教員による縦割りグループでの
交流や授業を見合う等，組織を超えてかかわる機
会が同僚性を生むきっかけとして作用する（逐語
録④）。しかし，組織間を調整する負担は大きく，
調整役と計画的な推進が必要となる。時に教員内
から効率が悪いという指摘を受けることがある。
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　　　②『個人や単一組織で働きかける限界』：分掌主
任等は，同僚性を生むために使命を達成する取組
の中で場・集団，ルールの質を変更・調整する働
きかけを行っているが，組織の規模や複雑性が大
きくなればなるほど『個人や単一組織で働きかけ
る限界』があることを感じている。『中集団』や
『小集団』の比較的少人数の組織の場合でも，人
事異動等によって教員間の同僚性が低下すること
で共通理解や専門性の蓄積が難しくなることがあ
るが，主に困難を感じているのは『大集団』への
働きかけである。
Ⅳ　考察
　肢体不自由特別支援学校における同僚性の構築につい
て，特定の校内組織の運営を任された分掌主任等が自身
の役割使命の達成を目指す過程で認識し，取組に取り入
れられている現状がある可能性が示唆された。同僚性の
構築が組織として明確な使命となっていない中で，各々
の分掌主任等による個人的な認識や取組の工夫等から同
僚性の構築を図ろうとするサイクルが存在していること
は，佐古（2006）が指摘した「個業型組織：それぞれ
が自己完結型に遂行することで存立している学校の組織
状況」の特徴を裏付けており，一定の妥当性があると考
える。分掌主任等の役割を担う教員は，学校組織が「個
業型組織」の特性を持つことを自覚し，組織全体にかか
わる要素である同僚性の構築について，校内での意味づ
けや組織間のつながり方について，個人的な視点を超え
た組織的な視点で捉え直すことが重要であると考える。
　学校の同僚性は，組織的に管理職のリーダーシップに
より解決すべき課題とも言えるが，勝野（1996）は，
学校経営・管理の中で「作られた同僚性」を教員に強制
していくことから教員間の同僚性を支えていくことは難
しいことを指摘している。同僚性の構築には，学校に直
接関与する教員自身が自律的に同僚性を見直し・改善で
きるように，各学校が求める同僚性を意識化・言語化し，
計画から評価までを組織的に行うサイクルをつくること
が重要である。そのためには，校内組織の教員が横断的
に関与し，交流する機会を計画的に設定していくこと等
が必要となる。目指す同僚性について校内の教員で共通
の認識をもつことは，学校が１つのチームとして専門性
の維持・向上を図るための基盤をつくるだけではなく，
現在，独力で同僚性に対して努力と工夫を続ける分掌主
任等の負担を軽減し，本来の役割使命の達成に専念でき
る環境をつくることにもなると考える。
　一方で，組織一般の観点で，加護野（1998）は，組
織が持続的な成長を続けるために必要な条件として，①
共有性と安定性，②柔軟性と発展性の２点を挙げている。
役割を担う教員や分掌部単独の散発的な同僚性への働き
かけは，個人の力量や経験に過度に依存することになり，
人事異動の影響も受けやすいことから，共有性や安定性
Table.6 　逐語録④　『組織間が連動した取組（横断的に関与する機会）
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を欠く組織につながる可能性がある。また，国立特別支
援教育総合研究所（2010）が示した教員の力量を示す
３つの側面（Fig. ２）等を発展させるためには，個人
の学びを校内で共有・蓄積したり，多様なものの見方を
学び合ったりする機会が不可欠であり，教員間の連帯を
強める同僚性の構築は，組織の柔軟性を担保するために
も重要な視点となる。肢体不自由特別支援学校は，現状
として新規の取組を追加する時間の余裕がほとんどない。
そのような状況の中で，個々の教員が持つ多様な力が発
揮され，学校が組織として学び合い，成長できる環境と
なるように，限られた学校行事や校内研修等の中で，共
有性や柔軟性の質を高める同僚性の構築について各学校
がデザインしていくことが重要になると考える。
Ⅴ　まとめと今後の課題
　本研究の結果は，８名の調査結果でありその妥当性や
正確性については，学校現場における実践を通して検証
される必要がある。今後，各学校が校内研修等の充実を
図るために，「教職経験豊かな教員を中心とした教員間
の学び合い，支え合いにより，学校内で専門的知識・技
能等を受け継いでいく」ことは益々重要になる。新学習
指導要領において，カリキュラム・マネジメントが示さ
れる等，組織的な観点からの学校づくりが強く求められ
るようになってきている（文部科学省，2017）。組織と
して，校内の同僚性の構築を言語化し，共有していく機
会をどのように取り入れていくのか等，直面する学校の
組織的な課題について，校内はもちろん，学校を超えた
ミドルリーダー間の交流や現職教員が学べる研修の場か
ら、さらに議論を深めることが重要である。
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がデザインしていくことが重要になると考える。
Ⅴ　まとめと今後の課題
　本研究の結果は，８名の調査結果でありその妥当性や
正確性については，学校現場における実践を通して検証
される必要がある。今後，各学校が校内研修等の充実を
図るために，「教職経験豊かな教員を中心とした教員間
の学び合い，支え合いにより，学校内で専門的知識・技
能等を受け継いでいく」ことは益々重要になる。新学習
指導要領において，カリキュラム・マネジメントが示さ
れる等，組織的な観点からの学校づくりが強く求められ
るようになってきている（文部科学省，2017）。組織と
して，校内の同僚性の構築を言語化し，共有していく機
会をどのように取り入れていくのか等，直面する学校の
組織的な課題について，校内はもちろん，学校を超えた
ミドルリーダー間の交流や現職教員が学べる研修の場か
ら、さらに議論を深めることが重要である。
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Recognition and Concrete Approach of The Chief of School Division 
of Duties for Building a Collegiality in Special Needs School for the 
Physical Disability
Hiroyuki OKUDA* 　 Takao ANDO**
　 The purpose of this study was to clarify the recognition and concrete approach of middle leader teachers for building 
a collegiality in special needs schools. We conducted an interview survey on eight teachers who have served as division 
chiefs for special needs schools at physical disability. The results show that they have recognized of importance for 
building a collegiality as a condition that they must address to achieve their duties. And they are working on the 
creation of opportunities, the setting of groups, and the change and adjustment of rules. On the other hand, it is inferred 
that their encouragement are individual efforts without the consent of the school organization. For that reason, they 
have recognized that there is a limit to building collegiality which supports the school organization only from their own 
standpoint. Therefore, it was suggested that it is important to work as a school organization from discussing within the 
school about the creation of colleagues, and planning setting opportunities for teachers to participate 
cross-cuttingly.
Key Words : school organization, building a collegiality, participate cross-cuttingly
